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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　互いに同心に、且つ相対回転自在に配置された第一、第二のディスクと、互いに対向す
るこれら第一、第二のディスクの内側面同士の間に挟持されてこれら第一、第二のディス
ク同士の間で動力を伝達する複数のパワーローラと、上記第一のディスクを上記第二のデ
ィスクに向け押圧する油圧式の押圧装置とを備えたトロイダル型無段変速機に於いて、上
記第一、第二のディスク同士の間で伝達される力を非電気的に検出し、上記第一、第二の
ディスク同士の間の変速比が最も大きな押し付け力を必要とする値である場合に必要とな
る押圧力を上記押圧装置に発生させる為に要する油圧を目標値として設定すると共に、上
記伝達される力が大きい程この目標値を高くする主油圧制御手段と、上記第一、第二のデ
ィスク同士の間の変速比に対応して変化する、上記押圧装置に発生させるべき押圧力の最
適値に応じた油圧の必要値を電気的に求め、この必要値と上記目標値との差である補正値
をこの目標値から減じた油圧を上記押圧装置に導入させる油圧補正手段とを備え、上記必
要値又は上記補正値を求める電気回路の故障時には、上記押圧装置に、上記目標値の油圧
を導入する事を特徴とするトロイダル型無段変速機。
【請求項２】
　各パワーローラを回転自在に支持した状態で、変速時に枢軸を中心に揺動変位する支持
部材と、シリンダ部にピストンを嵌装して成り、圧油の給排に基づいてこの支持部材を上
記枢軸の軸方向に変位させる油圧式のアクチュエータとを備え、上記シリンダ部内でピス
トンの軸方向両側に存在する１対の油圧室内の油圧の差に基づいて、第一、第二のディス
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ク同士の間で伝達される力を検出する、請求項１に記載したトロイダル型無段変速機。
【請求項３】
　油圧補正手段を構成する演算器は、変速比に加えて、内部に存在する潤滑油の温度及び
駆動源の回転速度に応じて補正信号を求め、この補正信号に基づいて電磁弁を開閉する事
により油圧の補正値を得る、請求項１～２の何れかに記載したトロイダル型無段変速機。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明に係るトロイダル型無段変速機は、自動車用自動変速の変速ユニットとして、
或はポンプ等の各種産業機械の運転速度を調節する為の変速装置として利用する。
【背景技術】
【０００２】
　例えば特許文献１に記載されている様に、自動車用自動変速装置として、図４～６に示
す様なトロイダル型無段変速機を使用する事が研究され、一部で実施されている。このト
ロイダル型無段変速機は、ダブルキャビティ型と呼ばれるもので、入力軸１の両端部周囲
に、請求項１、２に記載した第一のディスクである入力側ディスク２、２を、ボールスプ
ライン３、３を介して支持している。従ってこれら両入力側ディスク２、２は、互いに同
心に、且つ、同期した回転を自在に支持されている。又、上記入力軸１の中間部周囲に出
力歯車４を、この入力軸１に対する相対回転を自在として支持している。そして、この出
力歯車４の中心部に設けた円筒部の両端部に、請求項１、２に記載した第二のディスクで
ある出力側ディスク５、５を、それぞれスプライン係合させている。従ってこれら両出力
側ディスク５、５は、上記出力歯車４と共に、同期して回転する。
【０００３】
　又、上記各入力側ディスク２、２と上記各出力側ディスク５、５との間には、それぞれ
複数個ずつ（通常２～３個ずつ）のパワーローラ６、６を挟持している。これら各パワー
ローラ６、６はそれぞれ、請求項２に記載した支持部材であるトラニオン７、７の内側面
に、支持軸８、８及び複数の転がり軸受を介して、回転自在に支持されている。上記各ト
ラニオン７、７は、それぞれの長さ方向（図４、６の上下方向、図５の表裏方向）両端部
に、これら各トラニオン７、７毎に互いに同心に設けられた枢軸９、９を中心として揺動
変位自在である。これら各トラニオン７、７を傾斜させる動作は、油圧式のアクチュエー
タ１０、１０により、これら各トラニオン７、７を上記枢軸９、９の軸方向に変位させる
事で行なうが、総てのトラニオン７、７の傾斜角度は、油圧式及び機械式に互いに同期さ
せる。
【０００４】
　即ち、前記入力軸１と出力歯車４との間の変速比を変えるべく、上記各トラニオン７、
７の傾斜角度を変える場合には、上記各アクチュエータ１０、１０により上記各トラニオ
ン７、７を、それぞれ逆方向に、例えば、図６の右側のパワーローラ６を同図の下側に、
同図の左側のパワーローラ６を同図の上側に、それぞれ変位させる。この結果、これら各
パワーローラ６、６の周面と上記各入力側ディスク２、２及び各出力側ディスク５、５の
内側面との当接部に作用する、接線方向の力の向きが変化（当接部にサイドスリップが発
生）する。そして、この力の向きの変化に伴って上記各トラニオン７、７が、支持板１１
、１１に枢支された枢軸９、９を中心として、互いに逆方向に揺動（傾斜）する。この結
果、上記各パワーローラ６、６の周面と上記入力側、出力側各ディスク２、５の内側面と
の当接位置が変化し、上記入力軸１と出力歯車４との間の回転変速比が変化する。
【０００５】
　上記各アクチュエータ１０、１０への圧油の給排状態は、これら各アクチュエータ１０
、１０の数に関係なく１個の変速比制御弁１２により行ない、何れか１個のトラニオン７
の動きをこの変速比制御弁１２にフィードバックする様にしている。この変速比制御弁１
２は、ステッピングモータ１３により軸方向（図６の左右方向、図４の表裏方向）に変位
させられるスリーブ１４と、このスリーブ１４の内径側に軸方向の変位自在に嵌装された
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スプール１５とを有する。又、上記各トラニオン７、７と上記各アクチュエータ１０、１
０のピストン１６、１６とを連結するロッド１７、１７のうち、何れか１個のトラニオン
７に付属のロッド１７の端部にプリセスカム１８を固定しており、このプリセスカム１８
とリンク腕１９とを介して、上記ロッド１７の動き、即ち、軸方向の変位量と回転方向と
の変位量との合成値を上記スプール１５に伝達する、フィードバック機構を構成している
。又、上記各トラニオン７、７同士の間には同期ケーブル２０を掛け渡して、油圧系の故
障時にも、これら各トラニオン７、７の傾斜角度を、機械的に同期させられる様にしてい
る。
【０００６】
　変速状態を切り換える際には、上記ステッピングモータ１３により上記スリーブ１４を
、得ようとする変速比に見合う所定位置にまで変位させて、上記変速比制御弁１２の所定
方向の流路を開く。この結果、上記各アクチュエータ１０、１０に圧油が、所定方向に送
り込まれて、これら各アクチュエータ１０、１０が上記各トラニオン７、７を所定方向に
変位させる。即ち、上記圧油の送り込みに伴ってこれら各トラニオン７、７が、前記各枢
軸９、９の軸方向に変位しつつ、これら各枢軸９、９を中心に揺動する。そして、上記何
れか１個のトラニオン７の動き（軸方向及び揺動変位）が、上記ロッド１７の端部に固定
したプリセスカム１８とリンク腕１９とを介して上記スプール１５に伝達され、このスプ
ール１５を軸方向に変位させる。この結果、上記トラニオン７が所定量変位した状態で、
上記変速比制御弁１２の流路が閉じられ、上記各アクチュエータ１０、１０への圧油の給
排が停止される。
【０００７】
　この際の上記トラニオン７及び上記プリセスカム１８のカム面２１の変位に基づく上記
変速比制御弁１２の動きは、次の通りである。先ず、上記変速比制御弁１２の流路が開か
れる事に伴って上記トラニオン７が軸方向に変位すると、前述した様に、パワーローラ６
の周面と入力側ディスク２及び出力側ディスク５の内側面との当接部に発生するサイドス
リップにより、上記トラニオン７が上記各枢軸９、９を中心とする揺動変位を開始する。
又、上記トラニオン７の軸方向変位に伴って上記カム面２１の変位が、上記リンク腕１９
を介して上記スプール１５に伝わり、このスプール１５が軸方向に変位して、上記変速比
制御弁１２の切り換え状態を変更する。具体的には、上記アクチュエータ１０により上記
トラニオン７を中立位置に戻す方向に、上記変速比制御弁１２が切り換わる。
【０００８】
　従って上記トラニオン７は、軸方向に変位した直後から、中立位置に向け、逆方向に変
位し始める。但し、上記トラニオン７は、中立位置からの変位が存在する限り、上記各枢
軸９、９を中心とする揺動を継続する。この結果、上記プリセスカム１８のカム面２１の
円周方向に関する変位が、上記リンク腕１９を介して上記スプール１５に伝わり、このス
プール１５が軸方向に変位する。そして、上記トラニオン７の傾斜角度が、得ようとする
変速比に見合う所定角度に達した状態で、このトラニオン７が中立位置に復帰すると同時
に、上記変速比制御弁１２が閉じられて、上記アクチュエータ１０への圧油の給排が停止
される。この結果上記トラニオン７の傾斜角度が、前記ステッピングモータ１３により前
記スリーブ１４を軸方向に変位させた量に見合う角度になる。
【０００９】
　上述の様なトロイダル型無段変速機の運転時には、エンジン等の動力源に繋がる駆動軸
２２により一方（図４、５の左方）の入力側ディスク２を、図示の様なローディングカム
式の、或は油圧式の押圧装置２３を介して回転駆動する。この結果、前記入力軸１の両端
部に支持された１対の入力側ディスク２、２が、互いに近づく方向に押圧されつつ同期し
て回転する。そして、この回転が、上記各パワーローラ６、６を介して上記各出力側ディ
スク５、５に伝わり、前記出力歯車４から取り出される。
【００１０】
　この様に上記各入力側ディスク２、２から上記各出力側ディスク５、５に動力を伝達す
る際に、上記各トラニオン７、７には、それぞれの内側面に支持した上記各パワーローラ
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６、６の周面と上記各ディスク２、５の内側面との摩擦に伴って、それぞれの両端部に設
けた枢軸９、９の軸方向の力が加わる。この力は、所謂２Ｆｔと呼ばれるもので、その大
きさは、上記各入力側ディスク２、２から上記各出力側ディスク５、５（或は出力側ディ
スク５、５から入力側ディスク２、２）に伝達する力（トルク）に比例する。そして、こ
の様な力２Ｆｔは、前記各アクチュエータ１０、１０により支承する。従って、トロイダ
ル型無段変速機の運転時に、これら各アクチュエータ１０、１０を構成するピストン１６
、１６の両側に存在する１対の油圧室同士の圧力差は、上記力２Ｆｔの大きさに比例する
。
【００１１】
　上記入力軸１と出力歯車４との回転速度を変える場合で、先ず入力軸１と出力歯車４と
の間で減速を行なう場合には、上記各アクチュエータ１０、１０により上記各トラニオン
７、７を上記各枢軸９、９の軸方向に移動させ、これら各トラニオン７、７を図５に示す
位置に揺動させる。そして、上各パワーローラ６、６の周面をこの図５に示す様に、上記
各入力側ディスク２、２の内側面の中心寄り部分と上記各出力側ディスク５、５の内側面
の外周寄り部分とにそれぞれ当接させる。反対に、増速を行なう場合には、上記各トラニ
オン７、７を図５と反対方向に揺動させ、上各パワーローラ６、６の周面を、この図５に
示した状態とは逆に、上記各入力側ディスク２、２の内側面の外周寄り部分と上記各出力
側ディスク５、５の内側面の中心寄り部分とに、それぞれ当接する様に、上記各トラニオ
ン７、７を傾斜させる。これら各トラニオン７、７の傾斜角度を中間にすれば、入力軸１
と出力歯車４との間で、中間の変速比（速度比）を得られる。
【００１２】
　更に、上述の様に構成され作用するトロイダル型無段変速ユニットを実際の自動車用の
無段変速機に組み込む場合、遊星歯車機構と組み合わせて無段変速装置を構成する事が、
特許文献２～５等に記載されている様に、従来から提案されている。
【００１３】
　図７は、これら各特許文献のうちの特許文献５に記載された無段変速装置を示している
。この無段変速装置は、ダブルキャビティ型のトロイダル型無段変速機２４と遊星歯車式
変速機２５とを組み合わせて成る。そして、低速走行時には動力を上記トロイダル型無段
変速機２４のみで伝達し、高速走行時には動力を、主として上記遊星歯車式変速機２５に
より伝達すると共に、この遊星歯車式変速機２５による速度比を、上記トロイダル型無段
変速機２４の速度比を変える事により調節自在としている。
【００１４】
　この為に、上記トロイダル型無段変速機２４の中心部を貫通し、両端部に１対の入力側
ディスク２、２を支持した入力軸１の先端部（図７の右端部）と、上記遊星歯車式変速機
２５を構成するリング歯車２６を支持した支持板２７の中心部に固定した伝達軸２８とを
、高速用クラッチ２９を介して結合している。上記トロイダル型無段変速機２４の構成は
、次述する押圧装置２３ａの点を除き、前述の図４～６に示した従来構造の場合と、実質
的に同様である。
【００１５】
　又、駆動源であるエンジン３０のクランクシャフト３１の出力側端部（図７の右端部）
と上記入力軸１の入力側端部（＝基端部＝図７の左端部）との間に、発進クラッチ３２と
油圧式の押圧装置２３ａとを、動力の伝達方向に関して互いに直列に設けている。前記特
許文献５に記載された無段変速装置の場合には、上記押圧装置２３ａに任意の油圧を導入
自在としている（特許文献５に記載の明細書の［００１２］段落参照）。
【００１６】
　又、上記入力軸１の回転に基づく動力を取り出す為の出力軸３３を、上記入力軸１と同
心に配置している。そして、この出力軸３３の周囲に前記遊星歯車式変速機２５を設けて
いる。この遊星歯車式変速機２５を構成する太陽歯車３４は、上記出力軸３３の入力側端
部（図７の左端部）に固定している。従ってこの出力軸３３は、上記太陽歯車３４の回転
に伴って回転する。この太陽歯車３４の周囲には前記リング歯車２６を、上記太陽歯車３
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４と同心に、且つ、回転自在に支持している。そして、このリング歯車２６の内周面と上
記太陽歯車３４の外周面との間に、複数の遊星歯車３５、３５を設けている。これら各遊
星歯車３５、３５は、それぞれ１対ずつの遊星歯車素子３６ａ、３６ｂにより構成してい
る。これら各遊星歯車素子３６ａ、３６ｂは、互いに噛合すると共に、外径側に配置した
遊星歯車素子３６ａが上記リング歯車２６に噛合し、内径側に配置した遊星歯車素子３６
ｂが上記太陽歯車３４に噛合している。この様な各遊星歯車３５、３５は、キャリア３７
の片側面（図７の左側面）に回転自在に支持している。又、このキャリア３７は、上記出
力軸３３の中間部に、回転自在に支持している。
【００１７】
　又、上記キャリア３７と、前記トロイダル型無段変速機２４を構成する１対の出力側デ
ィスク５、５とを、動力伝達機構３８により、回転力の伝達を可能な状態に接続している
。この動力伝達機構３８は、上記入力軸１及び上記出力軸３３と平行な伝達軸３９と、こ
の伝達軸３９の一端部（図７の左端部）に固定したスプロケット４０ａと、上記各出力側
ディスク５、５に固定したスプロケット４０ｂと、これら両スプロケット４０ａ、４０ｂ
同士の間に掛け渡したチェン４１と、上記伝達軸３９の他端（図４の右端）と上記キャリ
ア３７とにそれぞれ固定されて互いに噛合した第一、第二の歯車４２、４３とにより構成
している。従って上記キャリア３７は、上記各出力側ディスク５、５の回転に伴って、こ
れら出力側ディスク５、５と反対方向に、上記第一、第二の歯車４２、４３の歯数及び上
記１対のスプロケット４０ａ、４０ｂの歯数に応じた速度で回転する。
【００１８】
　一方、上記入力軸１と上記リング歯車２６とは、この入力軸１と同心に配置された前記
伝達軸２８を介して、回転力の伝達を可能な状態に接続自在としている。この伝達軸２８
と上記入力軸１との間には、前記高速用クラッチ２９を、これら両軸２８、１に対し直列
に設けている。従って、この高速用クラッチ２９の接続時にこの伝達軸２８は、上記入力
軸１の回転に伴って、この入力軸１と同方向に同速で回転する。
【００１９】
　又、図７に示した無段変速装置は、モード切換手段を構成するクラッチ機構を備える。
このクラッチ機構は、上記高速用クラッチ２９と、上記キャリア３７の外周縁部と上記リ
ング歯車２６の軸方向一端部（図７の右端部）との間に設けた低速用クラッチ４４と、こ
のリング歯車２６と無段変速装置のハウジング（図示省略）等、固定の部分との間設けた
後退用クラッチ４５とから成る。各クラッチ２９、４４、４５は、何れか１個のクラッチ
が接続された場合には、残り２個のクラッチの接続が断たれる。
【００２０】
　上述の様に構成する無段変速装置は、先ず、低速走行時には、上記低速用クラッチ４４
を接続すると共に、上記高速用クラッチ２９及び後退用クラッチ４５の接続を断つ。この
状態で前記発進クラッチ３２を接続し、前記入力軸１を回転させると、トロイダル型無段
変速機２４のみが、この入力軸１から上記出力軸３３に動力を伝達する。この様な低速走
行時には、それぞれ１対ずつの入力側ディスク２、２と、出力側ディスク５、５との間の
速度比を、前述の図４～６に示したトロイダル型無段変速機単独の場合と同様にして調節
する。
【００２１】
　これに対して、高速走行時には、上記高速用クラッチ２９を接続すると共に、上記低速
用クラッチ４４及び後退用クラッチ４５の接続を断つ。この状態で上記発進クラッチ３２
を接続し、上記入力軸１を回転させると、この入力軸１から上記出力軸３３には、前記伝
達軸２８と前記遊星歯車式変速機２５とが、動力を伝達する。即ち、上記高速走行時に上
記入力軸１が回転すると、この回転は上記高速用クラッチ２９及び伝達軸２８を介してリ
ング歯車２６に伝わる。そして、このリング歯車２６の回転が複数の遊星歯車３５、３５
を介して太陽歯車３４に伝わり、この太陽歯車３４を固定した上記出力軸３３を回転させ
る。この状態で、上記トロイダル型無段変速機２４の速度比を変える事により上記各遊星
歯車３５、３５の公転速度を変化させれば、上記無段変速装置全体としての速度比を調節
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できる。
【００２２】
　即ち、上記高速走行時に上記各遊星歯車３５、３５が、上記リング歯車２６と同方向に
公転する。そして、これら各遊星歯車３５、３５の公転速度が遅い程、上記太陽歯車３４
を固定した出力軸３３の回転速度が速くなる。例えば、上記公転速度とリング歯車２６の
回転速度（何れも角速度）が同じになれば、上記リング歯車２６と出力軸３３の回転速度
が同じになる。これに対して、上記公転速度がリング歯車２６の回転速度よりも遅ければ
、上記リング歯車２６の回転速度よりも出力軸３３の回転速度が速くなる。反対に、上記
公転速度がリング歯車２６の回転速度よりも速ければ、上記リング歯車２６の回転速度よ
りも出力軸３３の回転速度が遅くなる。
【００２３】
　従って、上記高速走行時には、前記トロイダル型無段変速機２４の速度比を減速側に変
化させる程、無段変速装置全体の速度比は増速側に変化する。この様な高速走行時の状態
では、上記トロイダル型無段変速機２４に、入力側ディスク２、２からではなく、出力側
ディスク５から力（トルク）が加わる（低速時に加わるトルクをプラスのトルクとした場
合にマイナスのトルクが加わる）。即ち、前記高速用クラッチ２９を接続した状態では、
前記エンジン３０から入力軸１に伝達されたトルクは、前記伝達軸２８を介して前記遊星
歯車式変速機２５のリング歯車２６に伝達される。従って、入力軸１の側から各入力側デ
ィスク２、２に伝達されるトルクは殆どなくなる。
【００２４】
　一方、上記伝達軸２８を介して前記遊星歯車式変速機２５のリング歯車２６に伝達され
たトルクの一部は、前記各遊星歯車３５、３５から、キャリア３７及び動力伝達機構３８
を介して各出力側ディスク５、５に伝わる。この様に各出力側ディスク５、５からトロイ
ダル型無段変速機２４に加わるトルクは、無段変速装置全体の速度比を増速側に変化させ
るべく、トロイダル型無段変速機２４の速度比を減速側に変化させる程小さくなる。この
結果、高速走行時に上記トロイダル型無段変速機２４に入力されるトルクが小さくなる。
そして、この様にトロイダル型無段変速機２４に加わるトルクが低い場合には、前記押圧
装置２３ａの押圧力を低くして、このトロイダル型無段変速機２４の構成部品の耐久性向
上を図る（特許文献５に記載の明細書の［００２５］段落参照）。
【００２５】
　更に、自動車を後退させるべく、前記出力軸３３を逆回転させる際には、前記低速用、
高速用両クラッチ４４、２９の接続を断つと共に、前記後退用クラッチ４５を接続する。
この結果、上記リング歯車２６が固定され、上記各遊星歯車３５、３５が、このリング歯
車２６並びに前記太陽歯車３４と噛合しつつ、この太陽歯車３４の周囲を公転する。そし
て、この太陽歯車３４並びにこの太陽歯車３４を固定した出力軸３３が、前述した低速走
行時並びに上述した高速走行時とは逆方向に回転する。
【００２６】
　トロイダル型無段変速機で、入力側、出力側各ディスクの内側面と各パワーローラの周
面との転がり接触部（トラクション部）の面圧を確保する為の押圧装置の構造としては、
図４、５、７に示したものの他にも、特許文献６、７に記載されたものが知られている。
このうちの特許文献６には、油圧式の押圧装置に導入する油圧を、エンジンの吸入負圧と
トラニオンの傾斜角度とにより調節する構造、並びに、ローディングカムと油圧シリンダ
とを組み合わせ、ローディングカムにより入力トルクに応じた押圧力を発生させると共に
、油圧シリンダにより変速比に応じた押圧力を発生させる構造が記載されている。又、特
許文献７には、トラクションオイルの動粘度を粘度センサにより測定し、この動粘度に応
じて押圧装置が発生する押圧力を変化させる構造が記載されている。
【００２７】
　上述した様な従来構造のうち、図４、５に示した構造の場合には、ローディングカム式
の押圧装置２３が発生する押圧力が過大になる場合が多く、トロイダル型無段変速機２４
の構成部品の耐久性を確保する面から不利である。即ち、上記押圧装置２３に要求される
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押圧力は、変速比に応じて変わる事が、前述した特許文献６の他、例えば非特許文献１等
に記載されて、従来から知られている。一方、ローディングカム式の押圧装置２３が発生
する押圧力は、この押圧装置２３の入力部に加わるトルクが同じである限り一定である。
従って、ローディングカム式の押圧装置２３は、要求される最も大きな押圧力を発生させ
る様に設計する。具体的には、変速比が、最も大きな押し付け力を必要とする値である場
合に要求される押圧力を発生する構造とする。
【００２８】
　尚、上記最も大きな押し付け力を必要とする変速比となる状態での、各パワーローラ６
、６の傾転角φmax は、次式で表される。
　　φmax ＝ cos-1｛１／（１＋ｋ）｝
　この式中のｋは、
　　ｋ＝（Ｄ／２ｒ0 ）－１
で表される無次元数である。又、この式中のＤは、各パワーローラ６、６の傾転中心軸同
士の距離、ｒ0 は、各傾転中心軸から各パワーローラ６、６の周面と各ディスク２、５の
内側面との当接部（トラクション部）までの距離である。例えば、上記Ｄが１３０mm、同
じくｒ0 が４０mmであるトロイダル型無段変速機の場合、ｋ＝０．６２５であるから、上
記最も大きな押し付け力を必要とする変速比となる状態での、上記各パワーローラ６、６
の傾転角φmax は５２．０２度となり、この状態での変速比ｉは１．３２となる。この為
、変速比が１．３２から大きく外れた場合には、上記押圧装置２３が発生する押圧力が過
大になる。この押圧力が過大になる事は、トロイダル型無段変速機の小型化を図る面から
も、伝達効率を確保する面からも、更には構成部材の耐久性を確保する面からも好ましく
ない。
【００２９】
　又、図７に示した構造の場合には、高速用クラッチ２９を接続した高速モード時にトロ
イダル型無段変速機２４を通過するトルクが低くなる際に押圧装置２３ａが発生する油圧
を低くする事だけしか考慮していない為、伝達効率確保及び耐久性確保の面から、必ずし
も十分な効果を得られない。
　又、特許文献６に記載されたものは、入力トルクと変速比とを考慮した押圧力を発生さ
せる構造ではあるが、必要とする押圧力と現実に発生する押圧力との差を十分に小さくす
る様な、細かな調節を行なう事は難しい。
　更に、特許文献７に記載されたものは、トラクションオイルの動粘度に応じた押圧力を
得る事はできるが、より細かな調節を行なう事はできない。しかも、トラクション部の動
粘度を測定する事自体難しいだけでなく、仮にできたとしても装置が複雑化する事が避け
られないものと考えられる。
【００３０】
　必要とする押圧力と現実に発生する押圧力との差を十分に小さくする、言い換えれば、
押圧装置が発生する押圧力を、トラクション部の面圧を確保する為に最低限必要とされる
押圧力にほぼ一致させる（実際には僅かに大きくする）為には、油圧式の押圧装置に導入
する油圧を、電気的に制御する事が考えられる。この様に油圧を電気的に制御すれば、変
速比の変化に拘らず、上記押圧装置が発生する押圧力を、最低限必要とされる押圧力より
も僅かだけ大きくして、上記トラクション部の面圧を過大にする事なく、しかもこのトラ
クション部で過大な滑りが生じる事を防止できる。
【００３１】
　但し、油圧式の押圧装置に導入する油圧を、純電気的に制御した場合、制御用のコンピ
ュータの故障や断線等の制御回路の故障時に、この油圧が喪失若しくは極端に低下する。
この結果、トロイダル型無段変速機を構成する入力側、出力側各ディスクの内側面と各パ
ワーローラの周面との転がり接触部（上記トラクション部）で、これら各面同士が滑って
動力の伝達を行なえなくなる、所謂グロススリップが発生する。この様なグロススリップ
が発生すると、トロイダル型無段変速機を搭載した車両の走行が不能になるだけでなく、
上記各面の摩耗が著しく進行し、トロイダル型無段変速機に修理不能な程の損傷が発生す
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る可能性がある。一方、現状に於いては、電気的な制御回路が故障する可能性は、油圧式
或は機械式の制御機構が故障する可能性よりも高い。この為、純電気式の制御回路のみで
、上記油圧式の押圧装置に導入する油圧を制御する事は、信頼性確保の面から問題がある
。
【００３２】
【特許文献１】特開平２－２８３９４９号公報
【特許文献２】特開平１－１６９１６９号公報
【特許文献３】特開平１－３１２２６６号公報
【特許文献４】特開平１０－１９６７５９号公報
【特許文献５】特開平１１－６３１４６号公報
【特許文献６】特公平６－７２６５２号公報
【特許文献７】特開２０００－６５１９３号公報
【非特許文献１】今西　尚、町田　尚著、トラクションドライブ式無段変速機　パワート
ロスユニットの開発　第２報　－ハーフトロイダルＣＶＴとフルトロイダルＣＶＴの比較
－「NSK TECHNICAL JOURNAL No.670、抜刷」、日本精工株式会社、２０００年１１月、第
２～１０頁
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００３３】
　本発明は、上述の様な事情に鑑み、簡素に構成できる構造で、トラクション部の面圧を
適正にして、トロイダル型無段変速機の伝達効率及び耐久性の確保を図れ、しかも故障時
にも最低限の機能を確保できる構造の実現を目的として発明したものである。
【課題を解決するための手段】
【００３４】
　本発明のトロイダル型無段変速機は、前述した従来から知られているトロイダル型無段
変速機と同様に、互いに同心に、且つ相対回転自在に配置された第一、第二のディスクと
、互いに対向するこれら第一、第二のディスクの内側面同士の間に挟持されてこれら第一
、第二のディスク同士の間で動力を伝達する複数のパワーローラと、上記第一のディスク
を上記第二のディスクに向け押圧する油圧式の押圧装置とを備える。
【００３５】
　特に、本発明のトロイダル型無段変速機に於いては、主油圧制御手段と、油圧補正手段
とを備える。
　このうちの主油圧制御手段は、上記第一、第二のディスク同士の間で伝達される力を非
電気的に検出し、上記第一、第二のディスク同士の間の変速比が最も大きな押し付け力を
必要とする値である場合に必要となる押圧力を上記押圧装置に発生させる為に要する油圧
を目標値として設定すると共に、上記伝達される力が大きい程この目標値を高くする。
　又、上記油圧補正手段は、上記第一、第二のディスク同士の間の変速比に対応して変化
する、上記押圧装置に発生させるべき押圧力の最適値に応じた油圧の必要値を電気的に求
め、この必要値と上記目標値との差である補正値をこの目標値から減じた油圧を、上記押
圧装置に導入させる。
　更に、上記必要値又は上記補正値を求める電気回路の故障時には、上記押圧装置に、上
記目標値の油圧を導入する。
【発明の効果】
【００３６】
　上述の様に構成する本発明のトロイダル型無段変速機の場合には、トロイダル型無段変
速機を通過する力及び変速比により押圧装置が発生する押圧力を調節するので、トロイダ
ル型無段変速機の運転状態の如何に拘らず、この押圧力を最適値に規制できる。即ち、油
圧補正手段が押圧装置に導入する油圧は、主油圧制御手段が設定した目標値から補正値を
減じた値、即ち、第一、第二のディスク同士の間の変速比に対応して変化する、上記押圧
装置に発生させるべき押圧力の最適値に応じた、油圧の必要値となる。この必要値のうち
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の補正値は電気的に求められる為、上記押圧装置に導入する油圧を、トロイダル型無段変
速機の運転状態に応じて細かく調節する事が可能になる。この結果、トラクション部の面
圧を適正にして、トロイダル型無段変速機の伝達効率及び耐久性の確保を図れる。
【００３７】
又、上記必要値を求める為の電気回路が故障した場合には、上記油圧補正手段が上記補正
値の算出を行なえなくなり、上記押圧装置には、上記主油圧制御手段が設定した目標値の
油圧が導入される。この目標値は、上記第一、第二のディスク同士の間の変速比が最も大
きな押し付け力を必要とする値（例えば１．３２）以外の場合には上記必要値を上回る。
言い換えれば、この変速比が最も大きな押し付け力を必要とする値以外（例えば１．３２
よりも増速側若しくは減速側）の場合には、上記押圧装置が発生する押圧力が過大になる
。但し、この場合に発生する押圧力は、前述の図４～６に示した従来構造の第１例で、ロ
ーディングカム式の押圧装置２３が発生する押圧力に見合ったものとなる。従って、トロ
イダル型無段変速機の伝達効率及び耐久性が若干低下するが、必要最小限の機能は確保さ
れる。この為、上記トロイダル型無段変速機を搭載した車両を修理工場まで自走させる事
ができる他、上記第一、第二のディスクの内側面及び各パワーローラの周面を著しく損傷
させる事を防止できる。
　この為本発明は、小型でしかも優れた伝達効率及び耐久性を有するトロイダル型無段変
速機の実現に寄与できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３８】
　好ましくは、各パワーローラを回転自在に支持した状態で、変速時に枢軸を中心に揺動
変位する支持部材と、シリンダ部にピストンを嵌装して成り、圧油の給排に基づいてこの
支持部材を上記枢軸の軸方向に変位させる油圧式のアクチュエータとを備える。そして、
上記シリンダ部内でピストンの軸方向両側に存在する１対の油圧室内の油圧の差に基づい
て、第一、第二のディスク同士の間で伝達される力を検出する。
　この様に、パワーローラを支持する支持部材を枢軸の軸方向に変位させる油圧式のアク
チュエータを構成するシリンダ部内の１対の油圧室内の油圧の差に基づいて、上記第一、
第二のディスク同士の間で伝達される力を検出すれば、簡単な構成で、この力を精度良く
検出できる。
【００３９】
　更に、好ましくは、油圧補正手段を構成する演算器は、変速比に加えて、内部に存在す
る潤滑油の温度及び駆動源の回転速度に応じて補正信号を求め、この補正信号に基づいて
電磁弁を開閉する事により油圧の補正値を得る。
　この様に、変速比に加えて、内部に存在する潤滑油の温度及び駆動源の回転速度を勘案
して補正信号を求め、この補正信号に基づいて電磁弁を開閉する事により油圧の補正値を
得れば、通常時（非故障時）に於けるトラクション部の面圧をより適正にして、トロイダ
ル型無段変速機の伝達効率及び耐久性の確保をより効果的に図れる。
【実施例】
【００４０】
　図１～３は、本発明の実施例を示している。尚、本発明の特徴は、トロイダル型無段変
速機の運転状況に拘らず、入力側ディスク２及び出力側ディスク５の内側面と各パワーロ
ーラ６、６の周面との転がり接触部、即ちトラクション部の面圧を適正にする部分の構造
にある。トロイダル型無段変速機２４ａ自体の構造に就いては、押圧装置２３ａとして油
圧式のものを使用している点以外、前述の図４～６に示した従来構造の第１例と同様であ
るから、同等部分に関する図示並びに説明は、省略若しくは簡略にし、以下、本発明の特
徴部分を中心に説明する。尚、図１に於いては、油圧回路の油圧伝達経路を実線で、電気
回路の信号伝達経路を一点鎖線で、それぞれ描いている。
【００４１】
　上記トロイダル型無段変速機２４ａを構成する入力軸１の一端部（図１の左端部）に、
断面コ字形で全体が円環状のシリンダ筒４６を外嵌し、スペーサ４７とローディングナッ
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ト４８とにより抑え付けて、上記入力軸１からの抜け止めを図っている。そして、上記シ
リンダ筒４６内に、上記入力側ディスク２の外半部（図１の左半部）を油密に嵌装して、
上記油圧式の押圧装置２３ａを構成している。尚、上記シリンダ筒４６の底板部と上記入
力側ディスク２の外側面との間には、皿板ばね等の予圧ばね４９を設けている。この予圧
ばね４９は、上記トラクション部に必要最小限の面圧を付与する為に設けている。又、上
記押圧装置２３ａ内には、上記入力軸１の一端部内側及び上記シリンダ筒４６に形成した
給油通路５０を通じて、圧油を給排自在としている。即ち、上記トロイダル型無段変速機
２４ａを収納したケーシング（図示省略）の一部に設けた油溜部５１からフィルタ５２を
通じて吸引し、圧油ポンプ５３から吐出した圧油を、第一の圧力導入路５４を通じて、上
記給油通路５０内に送り込み自在としている。
【００４２】
　本実施例の場合、上記第一の圧力導入路５４の途中に圧力逃がし路５５の一端部を接続
し、この圧力逃がし路５５の他端を、上記油溜部５１に通じさせている。そして、この圧
力逃がし路５５の途中に押圧力制御弁５６を、直列に設けている。この押圧力制御弁５６
は、リリーフ弁としての機能を備えたもので、その具体的構造を図２に示す様に、ケーシ
ング５７内に軸方向の変位を可能にして嵌装したスプール５８を、ばね５９により付勢し
て成る。又、上記押圧力制御弁５６は、第一～第三のパイロット部６０～６２を備える。
このうちの第一、第二のパイロット部６０、６１は、前記入力側ディスク２と前記出力側
ディスク５との間で伝達される力の大きさに応じて上記押圧力制御弁５６の開弁圧を調節
する為のものである。これに対して、第三のパイロット部６２は、上記トロイダル型無段
変速機２４ａの変速比、このトロイダル型無段変速機２４ａの内部に存在する潤滑油（ト
ラクションオイル）の温度、駆動源であるエンジンの回転速度等、上記伝達される力以外
の運転条件に応じて上記押圧力制御弁５６の開弁圧を調節する為のものである。本実施例
は、上記第一～第三のパイロット部６０～６２に導入する油圧を適切に調節する事で、前
記押圧装置２３ａが発生する押圧力を、上記トロイダル型無段変速機２４ａの運転状況に
応じ、適正に規制する様に構成している。
【００４３】
　先ず、上記伝達される力の大きさに応じて上記第一、第二のパイロット部６０、６１に
導入する油圧を規制する部分に就いて説明する。本実施例の場合、これら第一、第二のパ
イロット部６０、６１のうちの何れかのパイロット部に導入する油圧が高くなる程、上記
押圧力制御弁５６の開弁圧が高くなり、前記押圧装置２３ａを構成するシリンダ筒４６内
に導入する油圧を高くする様に構成している。この為に本実施例の場合には、トラニオン
７を枢軸９、９の軸方向に変位させる為のアクチュエータ１０にピストン１６を挟んで設
けた１対の油圧室６３ａ、６３ｂ同士の間の差圧を、上記何れかのパイロット部６０、６
１に導入する様にしている。尚、これら第一、第二のパイロット部６０、６１の受圧面積
は同じにして、力の伝達方向に関係なく、上記トロイダル型無段変速機２４ａを通過する
力が同じである限り、上記押圧力制御弁５６のスプール５８を図１、２の右方に押圧する
力の大きさが同じになる様にしている。
【００４４】
　上記１対の油圧室６３ａ、６３ｂには、前述した従来構造と同様に、変速比制御弁１２
を通じて、圧油を給排する。又、この変速比制御弁１２を構成するスリーブ１４（図６参
照）は、マイクロコンピュータを内蔵した変速制御装置７６からの指令信号に基づいて、
ステッピングモータ１３（図６参照）により、軸方向に変位させられる。この様な変速比
制御弁１２を通じて油圧を導入される上記１対の油圧室６３ａ、６３ｂ同士の間の差圧±
△Ｐの大きさ｜△Ｐ｜が、前記トロイダル型無段変速機２４ａを通過する力に比例する事
は、前述した通りである。尚、本実施例の場合、上記差圧が＋とは、エンジンから駆動輪
に力を伝達するのに伴って、図１の左上部のトラニオン７が上方に引っ張られる場合であ
り、－とは、減速に伴ってエンジンブレーキの作動に伴って、上記トラニオンが下方に押
される場合を言う。
【００４５】
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　何れにしても本実施例の場合には、差圧取り出し弁６４により上記差圧±△Ｐを取り出
して、前記第一、第二のパイロット部６０、６１のうちの何れかのパイロット部に導入す
る様に構成している。上記差圧取り出し弁６４は、その具体的構造を図３に示す様に、小
径部と大径部とを交互に配置したシリンダ孔６５内に軸方向の変位自在に嵌装したスプー
ル６６を挟んで、それぞれ１対ずつのばね６７、６７とパイロット部６８ａ、６８ｂとを
設けている。上記スプール６６に設けた複数の鍔部は、上記シリンダ孔６５の小径部に、
油密に嵌合自在である。そして、上記シリンダ孔６５の中央部に存在する大径部内に、第
二の圧力導入路６９の下流端を開口させている。又、この第二の圧力導入路６９の上流端
は、前記圧油ポンプ５３の吐出口に接続しており、この第二の圧力導入路６９の中間部に
は、減圧弁７０を、直列に設けている。
【００４６】
　上記差圧取り出し弁６４を構成するスプール６６は、上記１対のパイロット部６８ａ、
６８ｂに導入された、前記アクチュエータ１０にピストン１６を挟んで設けた１対の油圧
室６３ａ、６３ｂ内の圧力に応じて、軸方向に変位する。そして、上記第二の圧力導入路
６９の下流端と、前記押圧力制御弁５６に付属の第一、第二のパイロット部６０、６１と
の導通状態を制御する。即ち、上記差圧取り出し弁６４を構成するスプール６６は、上記
１対のパイロット部６８ａ、６８ｂに導入された油圧の差に応じて軸方向に変位する。そ
して、何れのパイロット部６８ａ（６８ｂ）に導入された油圧が他のパイロット部６８ｂ
（６８ａ）に導入された油圧よりも高いかにより、上記差圧取り出し弁６４にそれぞれの
一端部（図１の左上端部）を接続した第三の圧力導入路７１ａ（７１ｂ）と、上記スプー
ル６６の両端面に対向する部分に設けた反力室７２ａ（７２ｂ）とに、油圧を導入する。
　
【００４７】
　例えば、トロイダル型無段変速機が駆動源から駆動輪に動力を伝達する際には、上記ア
クチュエータ１０の油圧室６３ａ内の油圧が他の油圧室６３ｂよりも高くなる。この状態
では、上記パイロット部６８ａに導入される油圧が他のパイロット部６８ｂに導入される
油圧よりも高くなり、上記スプール６６が図１、３の右方に移動し、前記差圧取り出し弁
６４が図１の状態に切り換わる。この結果、前記第二の圧力導入路６９を通じて送られて
くる圧油が、一方（図１の右上方）の第三の圧力導入路７１ａを通じて、前記押圧力制御
弁５６の第一のパイロット部６０に導入される。これに対して、エンジンブレーキ作動時
には、反対に、上記他のパイロット部６８ｂに導入される油圧が上記一方のパイロット部
６８ａに導入される油圧よりも高くなり、上記スプール６６が図１、３の左方に移動し、
前記差圧取り出し弁６４が図１とは逆の状態に切り換わる。この結果、前記第二の圧力導
入路６９を通じて送られてくる圧油が、他方（図１の左下方）の第三の圧力導入路７１ｂ
を通じて、前記押圧力制御弁５６の第二のパイロット部６１に導入される。
【００４８】
　何れの場合でも、上記第三の圧力導入路７１ａ、７１ｂに導入された圧油は、上記差圧
取り出し弁６４の反力室７２ａ（７２ｂ）にも導入されて、上記スプール６６の軸方向端
面を押圧する。従って、このスプール６６を軸方向に変位させて、上記第二の圧力導入路
６９と上記第三の圧力導入路７１ａ（７１ｂ）とを連通させようとする力は、上記差圧取
り出し弁６４に設けた１対のパイロット部６８ａ、６８ｂ内に導入された油圧の差｜△Ｐ
｜に比例する。この結果、上記押圧力制御弁５６の第一、第二のパイロット部６０、６１
に導入される油圧は、上記アクチュエータ１０の油圧室６３ａ、６３ｂ内の油圧の差｜△
Ｐ｜、即ち、トロイダル型無段変速機２４ａを通過する力に比例する。
【００４９】
　上記押圧力制御弁５６の開弁圧は、上記第一、第二のパイロット部６０、６１に導入さ
れる油圧が高くなる程高くなり、前記第一の圧力導入路５４を通じて前記押圧装置２３ａ
内に導入される油圧は、上記押圧力制御弁５６の開弁圧が高くなる程高くなる。従って、
上記押圧装置２３ａ内に導入される油圧、延てはこの押圧装置２３ａが発生する押圧力は
、トロイダル型無段変速機２４ａを通過する力が大きくなる程大きくなる。この様にして
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上記押圧装置２３ａに発生させる押圧力は、上記トロイダル型無段変速機２４ａの変速比
が、最も大きな押し付け力を必要とする値（例えば１．３２）である場合に必要となる値
であり、その為に必要となる油圧は、請求項１に記載した目標値である。以上の説明は、
主として、請求項１に記載した主油圧制御手段の構成及び作用に就いてである。
【００５０】
　更に、本実施例の構造の場合には、請求項１に記載した油圧補正手段として、上記押圧
力制御弁５６に組み込んだ前記第三のパイロット部６２に加えて、第四の圧力導入路７４
と電磁弁７５とを設けている。このうちの第四の圧力導入路７４は、前記第二の圧力導入
路６９と、上記第三のパイロット部６２とを通じさせている。又、上記電磁弁７５は、上
記第四の圧力導入路７４の途中に、直列に設けている。そしてこの電磁弁７５は、前記変
速制御装置７６からの指令により通電を制御されるソレノイド７７により、上記第二の圧
力導入路６９と上記第三のパイロット部６２とを通じさせる状態と、この第三のパイロッ
ト部６２を前記油溜部５１に通じさせる状態とを、高速で切り換える。従って、この第三
のパイロット部６２に導入される油圧は、上記変速制御装置７６からの指令により、任意
に、且つ細かく調整される。即ち、この変速制御装置７６は、前記トロイダル型無段変速
機２４ａの変速比、内部に存在する潤滑油の温度、駆動源であるエンジンの回転速度等を
勘案して、上記押圧装置２３ａに発生させるべき押圧力の最適値に応じた油圧の必要値を
電気的に求める。そして、この必要値と、上記目標値との差である補正値に対応する油圧
を、上記第三のパイロット部６２に導入する。
【００５１】
　この様にしてこの第三のパイロット部６２に導入された油圧は、前記押圧力制御弁５６
のスプール５８を図１、２の左方に押す。この結果、この押圧力制御弁５６の流路が開か
れ、前記圧力逃がし路５５と前記油溜部５１とを導通する傾向になる。即ち、上記押圧力
制御弁５６の流路は、上記圧力逃がし路５５から圧力室７３内に導入された油圧が上昇す
ると開き、この圧力逃がし路５５及び前記第一の圧力導入路５４内の油圧を低下させる。
結局、上記押圧力制御弁５６の開弁圧Ｐ56は、この押圧力制御弁５６に内蔵したばね５９
の弾力Ｆ59と前記第一、第二のパイロット部６０、６１の何れかに導入された油圧に基づ
く力Ｆ1 との和から、上記第三のパイロット部６２に導入された油圧に基づく力Ｆ2 を減
じた値に比例する（Ｐ56∝Ｆ59＋Ｆ1 －Ｆ2 ）。このうちのばね５９の弾力Ｆ59は一定で
あり、上記第一、第二のパイロット部６０、６１の何れかに導入された油圧に基づく力Ｆ

1 は、前述した通り、前記トロイダル型無段変速機２４ａを通過する力が大きい程大きく
なる。又、上記第三のパイロット部６２に導入された油圧に基づく力Ｆ2 は、前記変速制
御装置７６により、変速比、油温等、上記トロイダル型無段変速機２４ａの運転状態に応
じて細かく調節される。具体的には、上記変速比の、最も大きな押し付け力を必要とする
値（例えば１．３２）からのずれが大きくなる程、上記油温が低い程、上記第三のパイロ
ット部６２に導入する油圧を高くし、上記力Ｆ2 を大きくする。
【００５２】
　上述の様に構成する本実施例のトロイダル型無段変速機の場合には、上記トロイダル型
無段変速機２４ａを通過する力により、前記押圧装置２３ａが発生する押圧力を調節する
。この場合は、必要とされる押し付け力が最も大きくなる場合に合わせて、この押圧力を
調節する（第一の機能）。又、本実施例のトロイダル型無段変速機の場合には、この第一
の機能による押圧力調節の他に、上記変速比及び油温に応じて、上記押圧装置２３ａが発
生する押圧力を調節する、第二の機能を備えている。従って、上記トロイダル型無段変速
機２４ａの運転状態の如何に拘らず、この押圧力を最適値に規制できる。即ち、油圧補正
手段を構成する押圧力制御弁５６の開弁圧を上述の様に調節する事に伴って、上記押圧装
置２３ａに導入される油圧は、主油圧制御手段を構成する前記差圧取り出し弁６４が設定
した目標値、即ち、上記弾力Ｆ59と上記油圧に基づく力Ｆ1 との和（Ｆ59＋Ｆ1 ）から、
補正値、即ち、上記第三のパイロット部６２に導入された油圧に基づく力Ｆ2 を減じた値
に比例する必要値Ｐ56（∝Ｆ59＋Ｆ1 －Ｆ2 ）となる。この必要値のうちの補正値Ｆ2 は
電気的に求められる為、上記押圧装置２３ａに導入する油圧を、上記トロイダル型無段変



(13) JP 4479181 B2 2010.6.9

10

20

30

40

50

速機２４ａの運転状態に応じて細かく調節する事が可能になる。この結果、トラクション
部の面圧を適正にして、上記トロイダル型無段変速機２４ａの伝達効率及び耐久性の確保
を図れる。
【００５３】
　又、上記必要値Ｐ56のうちの補正値Ｆ2 を求める為の電気回路が故障により、前記変速
制御装置７６内に設けた油圧補正手段の演算部が上記補正値の算出を行なえなくなると、
上記押圧装置２３ａには、上記主油圧制御手段を構成する前記差圧取り出し弁６４が設定
した目標値（∝Ｆ59＋Ｆ1 ）の油圧が導入される。この目標値は、上記トロイダル型無段
変速機２４ａの変速比が最も大きな押し付け力を必要とする値以外（例えば、１．３２よ
りも増速側若しくは減速側）の場合には上記必要値を上回る。言い換えれば、この変速比
の値が例えば１．３２以外の場合には、上記押圧装置２３ａが発生する押圧力が過大にな
る。但し、この場合に発生する押圧力は、前述の図４～６に示した従来構造の第１例で、
ローディングカム式の押圧装置２３が発生する押圧力に見合ったものとなる。従って、上
記トロイダル型無段変速機２４ａの伝達効率及び耐久性が若干低下するが、必要最小限の
機能は確保される。この為、上記トロイダル型無段変速機２４ａを搭載した車両を修理工
場まで自走させる事ができる他、前記入力側、出力側各ディスク２、５の内側面及び各パ
ワーローラ６、６の周面を著しく損傷させる事を防止できる。従って、複雑な為に、純油
圧式に押圧力を設定する上記主油圧制御手段に比べて故障発生の可能性が高い、上記油圧
補正手段が故障した場合に於ける、トロイダル型無段変速機２４ａの信頼性確保を図れる
。
【００５４】
　尚、本発明の場合、上記油圧補正手段が故障した場合にも、運転者に特に違和感を与え
る事なく、上記トロイダル型無段変速機２４ａを搭載した車両の運行を継続できる。但し
、そのままでは伝達効率が低下して、車両の燃費性能、走行性能が悪化したままとなるだ
けでなく、あまり長期間に亙って修理を行なわないと、上記トロイダル型無段変速機２４
ａの耐久性も損なわれる。従って、上記油圧補正手段が故障した場合には、早期に修理を
行なう事が好ましい。この為に、本発明を実施する場合には、運転席のダッシュボード等
に、上記油圧補正手段が故障した事を運転者に知らせる為の警告灯等、適宜の警告手段を
設置する事が好ましい。
【００５５】
　又、本発明は、前述の図７に示した様な、遊星歯車式変速機２５と組み合わせて無段変
速装置を構成するトロイダル型無段変速機２４ａに就いても実施できる。この場合に油圧
制御手段は、モード切換手段の切り換えに伴って実現されるモードに応じても、押圧装置
に送り込む油圧を変化させる。
　即ち、モード切換手段である高速用クラッチ２９を接続し、低速用、後退用両クラッチ
４４、４５の接続を断った高速モード時には、上記トロイダル型無段変速機２４ａを通過
する力（トルク）が低くなる。従って、この高速モード時には、他のモード（低速モード
及び後退モード）時よりも上記押圧装置２３ａに送り込む油圧を低く抑える。この様に、
モードに応じてこの油圧を変化させれば、何れのモード時にも、トラクション部の面圧を
適正にできる。尚、この場合に、上記力の変動に応じて上記押圧装置２３ａに送り込む油
圧を調節する事は、主油圧制御手段が行なう。
【図面の簡単な説明】
【００５６】
【図１】本発明の実施例１を示す部分断面図。
【図２】押圧力制御弁の断面図。
【図３】差圧取り出し弁の断面図。
【図４】従来から知られているトロイダル型無段変速機の１例を示す断面図。
【図５】図４のＡ－Ａ断面図。
【図６】同Ｂ－Ｂ断面図。
【図７】従来から知られている、トロイダル型無段変速ユニットと遊星歯車式変速ユニッ
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トとを組み合わせて成る無段変速装置の１例を示す略断面図。
【符号の説明】
【００５７】
　１　入力軸
　２　入力側ディスク
　３　ボールスプライン
　４　出力歯車
　５　出力側ディスク
　６　パワーローラ
　７　トラニオン
　８　支持軸
　９　枢軸
　１０　アクチュエータ
　１１　支持板
　１２　変速比制御弁
　１３　ステッピングモータ
　１４　スリーブ
　１５　スプール
　１６　ピストン
　１７　ロッド
　１８　プリセスカム
　１９　リンク腕
　２０　同期ケーブル
　２１　カム面
　２２　駆動軸
　２３、２３ａ　押圧装置
　２４、２４ａ　トロイダル型無段変速機
　２５　遊星歯車式変速機
　２６　リング歯車
　２７　支持板
　２８　伝達軸
　２９　高速用クラッチ
　３０　エンジン
　３１　クランクシャフト
　３２　発進クラッチ
　３３　出力軸
　３４　太陽歯車
　３５　遊星歯車
　３６ａ、３６ｂ　遊星歯車素子
　３７　キャリア
　３８　動力伝達機構
　３９　伝達軸
　４０ａ、４０ｂ　スプロケット
　４１　チェン
　４２　第一の歯車
　４３　第二の歯車
　４４　低速用クラッチ
　４５　後退用クラッチ
　４６　シリンダ筒
　４７　スペーサ
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　４８　ローディングナット
　４９　予圧ばね
　５０　給油通路
　５１　油溜部
　５２　フィルタ
　５３　圧油オポンプ
　５４　第一の圧力導入路
　５５　圧力逃がし路
　５６　押圧力制御弁
　５７　ケーシング
　５８　スプール
　５９　ばね
　６０　第一のパイロット部
　６１　第二のパイロット部
　６２　第三のパイロット部
　６３ａ、６３ｂ　油圧室
　６４　差圧取り出し弁
　６５　シリンダ孔
　６６　スプール
　６７　ばね
　６８ａ、６８ｂ　パイロット部
　６９　第二の圧力導入路
　７０　減圧弁
　７１ａ、７１ｂ　第三の圧力導入路
　７２ａ、７２ｂ　反力室
　７３　圧力室
　７４　第四の圧力導入路
　７５　電磁弁
　７６　変速側制御装置
　７７　ソレノイド
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